
災害対策基本法第42条に基づき、市町村が防災のために処理すべき業務などを具体

的に定めた計画で、国の防災基本計画、東京都地域防災計画、及び防災関係機関が作

成する防災業務計画と整合性を図るものです。

地域防災計画には、その地域の実情に即して発生する可能性のある災害を対象に、

平常時の予防対策、災害発生後の災害応急対策と復旧・復興対策等の災害対策につい

て、総合的かつ基本的な事項を定めます。

災害対策基本法

防災基本計画（国）

防災業務計画
（指定行政機関等）

東京都地域防災計画

武蔵村山市地域防災計画

市の各計画

・武蔵村山市長期総合計画

・武蔵村山市国土強靭化地域計画等

整 合

武蔵村山市地域防災計画 【素案の概要】

地域防災計画とは

今回の修正背景

〇 前回修正後の上位計画等の変更

武蔵村山市地域防災計画は、災害対策基本法の改正や東京都地域防災計画の改定

等を踏まえて、令和4年3月に必要な見直しを行いました。

前回の計画修正の後、令和4年5月に東京都から新たな被害想定が公表され、翌令

和5年度に「10年間の変化を踏まえた課題」、「減災目標の設定」、「減災目標の達

成のための指標や主な取組」を前提とした東京都地域防災計画の見直しが実施され

たことから、東京都地域防災計画と武蔵村山市地域防災計画の整合を図る必要が生

じたため修正しました。

〇 災害から得られた教訓の反映

前回の地域防災計画修正以降、能登半島地震や令和4年8月の大雨等をはじめ、全

国各地で多くの災害が発生しました。これらの災害で明らかになった新たな課題や

教訓を地域防災計画に反映させて、次の災害に備える必要があるため修正しました。
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計画の構成

地域防災計画は次の第１編から第５編と資料編により構成されています。

第１編 総則（第１章から第７章まで）

多摩東部直下地震による被害想定、減災目標、市及び関係防災機関の役割、風水害

の危険性等を記載しています。

第２編 災害予防計画（第１章から第４章まで）

市及び防災機関が行うべき災害予防対策、市民及び事業所等が行うべき対策等を整

理しています。

第３編 災害応急復旧計画

第１部 震災応急復旧計画（第１章から第１８章まで）

地震発生後に市及び防災機関がとるべき応急・復旧対策や災害救助法の適用等の

災害発生直後の対応を記載しています。

第２部 風水害応急復旧計画（第１章から第１７章まで）

風水害の警戒段階での事前対応、風水害の発生後に市及び防災機関がとるべき応

急・復旧対策等を記載しています。

第３部 大規模事故災害応急復旧計画（第１章から第５章まで）

大規模事故災害の応急復旧対策、大規模火山噴火への応急措置、複合災害への対

応について整理しています。

第４編 災害復興計画（第１章から第３章まで）

被災者の生活再建や復興を図るための対策を記載しています。

第５編 南海トラフ地震対策計画（第１章から第６章まで）

南海トラフ地震関連情報発表時の対応措置等について記載しています。

資料編

災害対応に関連するデータ、例規、様式等を記載する予定です。
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修正方針 １ 上位計画・被害想定等の反映

上位計画・関連計画等の反映を行います。

１ 被害想定の更新

東京都は、中央防災会議における見解や発生確率等を踏まえ、令和４年５月

２５日に開催した東京都防災会議において承認を受け、「東京の新たな被害想

定」を公表しました。

地域防災計画を修正するに当たり、公表された想定地震のうち、発生確率が高

く、本市に最も被害が発生する確率が高い「多摩東部直下地震（M７．３）発生確

率約70％ 」を想定し計画を修正します。

また、海溝型地震のうち「南海トラフ巨大地震（M8～９）発生確率約90％ 」

についても、発生確率が高いことから、対応策を引き続き記載します。

風水害においては、令和６年２月に洪水浸水想定区域が指定されたことから、

当該区域内にある要配慮者利用施設を掲載し、避難確保計画の策定を義務付ける

整理を行います。

《主な修正箇所》

【第１編 総則 第５章 被害想定 第１節 地震被害想定（総則P.１８） 】

「東京の新たな被害想定」を基に建物被害の規模や避難者数等の内容を更新しま

した。
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【参考】現行計画と今回修正する計画の想定地震による被害の比較

項目 今回（令和４年） 前回（平成24年）

種類 多摩東部直下地震 多摩直下地震

震源 多摩地域東部 多摩地域

規模 M7.3 M7.3

震源の深さ 約３０～４０ｋｍ 約２０～３０ｋｍ

建物全壊 ２３２棟 ４３８棟

建物半壊 １，０８９棟 １，５８７棟

火災延焼 ４５２棟 １，５６１棟

死者 １９人 ４８人

負傷者 ２５３人 ４１２人

避難者 ７，５４６人 １４，９３９人
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【第１編 総則 第５章 被害想定 第２節 風水害にかかる災害指定区域（総則

P. ２２）】

令和６年２月１５日に残堀川、空堀川が水防法の指定を受けました。これに伴

い、浸水予想区域が洪水浸水想定区域として指定されたことについて、内容を更

新しました。

2 東京都地域防災計画との整合を図ります。

東京都は、令和４年５月に公表された「東京の新たな被害想定」、「10年間の

変化を踏まえた課題」、「減災目標の設定」、「減災目標の達成のための指標や

主な取組」を踏まえ東京都地域防災計画を修正し、令和７年５月には火山噴火災

害に関する事項について、令和５年１２月に策定した「大規模噴火降灰対応指針」

を踏まえ東京都地域防災計画（火山編）を修正しました。

本修正を踏まえ、武蔵村山市地域防災計画において、減災目標の更新等を行い

ます。

《主な修正箇所》

【第１編 総則 第１章 地域防災計画の概要 第７節 防災DXの推進（総則P. ２）】

東京都地域防災計画の減災目標を設定するに当たり、推進すべき事項として防災

DXの推進が記載されたことから、本市の実態に合わせて防災DXの推進について追

記しました。

【第１編 総則 第７章 被害軽減と都市再生に向けた目標（総則P. １８） 】

３ 市の各計画及びマニュアル等との整合を図ります。

武蔵村山市長期総合計画や、武蔵村山市第二次まちづくり基本方針、武蔵村山

市災害時医療救護マニュアル等と、地域防災計画の整合を図るため修正します。

《主な修正箇所》

【第２編 災害予防計画 第１章 災害に強い都市づくり（予防P. １）】

更新された市の各計画の情報を更新しました。

【第３編 災害応急普及計画 第１部 第８章 医療救護等対策（応急P. ５５）】

緊急医療救護所の設置に当たり、対応マニュアルが策定されたことに伴い、

医療救護等対策について内容の更新を行いました。
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近年発生した実災害による課題や教訓を反映します。

１ 能登半島地震による課題や教訓を反映します。

能登半島地震では、避難所等におけるトイレの不足、水道や電気等のインフラ

復旧の遅れ、道路や通信の被害による被災情報の把握の遅れ、応援対応が行われ

た際の調整不足や適切な人員配置等が図れなかった等の課題が抽出されました。

また、自治体による受援を受けるための体制整備が整っていない又は対応がで

きなかったことも課題として浮き彫りになりました。

これらのことを踏まえ、実災害における課題や教訓について、予防策や対応策

の検討結果を地域防災計画に反映します。

修正方針 ２ 近年の実災害の課題や教訓の反映

《主な修正箇所》

【第２編 災害予防計画 第３章 防災体制の整備 第６節 避難体制の整備（予防P. 

３８）】

避難所における居住スペースについて、スフィア基準*¹に関する事項を追記し

ました。

*¹スフィア基準とは

災害や紛争の被災者が尊厳ある生活を送るための人道支援活動における最低基

準を定めた国際基準の通称になります。当該基準は避難所環境の改善に係る指標

の一つとなっています。

【第３編 災害応急復旧計画 第１部 震災応急普及計画 第９章 避難者対策

第２節 避難所の開設・運営 ３ 避難所の運営管理（応急P. ７４）】

プライバシーや女性・子ども、言葉によるコミュニケーションが困難な被災者

に係る配慮事項を避難所の運営管理方針として整理しました。

また、女性への配慮事項として、女性用トイレの数は、男女比1対3を目安とし

て設置するよう追記しました。

【第３編 災害応急復旧計画 第１部 震災応急普及計画 第９章 避難者対策

第５節 在宅避難者等への対応（応急P. ７６）】

市が開設する避難所以外に避難する市民への支援について追記しました。
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【第３編 災害応急復旧計画 第１部 震災応急普及計画 第３章 応援協力・派遣要請

第４節 受援（応急P. ３９）】

能登半島地震における受援対応に関する課題を踏まえ、受援体制と役割分担に

ついて整理し追記しました。

２ 令和４年８月の大雨等による課題や教訓を反映します。

令和４年８月の大雨や、令和元年台風第１９号においても要配慮者の被災や災

害関連死等が多かったことから、避難所の運営管理に関する内容や災害ケースマ

ネジメント等の必要性が課題として整理されました。

本市の計画においても、当該課題を踏まえた内容の修正を行います。

【第２編 災害予防計画 第３章 防災体制の整備 第６節 避難体制の整備

３ 福祉避難所の指定及び安全化（予防P. ３９） 】

【第４編 災害復興計画 第３章 復興計画の策定 第４節 被災者の生活再建支援

２ 災害ケースマネジメントによる被災者の生活復興支援（復興P. ６）】

過去の災害から、災害関連死を抑制するため、災害ケースマネジメント*²に関

する事項を整理して追記しました。

*²災害ケースマネジメントとは

被災者の課題等の解消に向けてアウトリーチ等の手法を用い、継続的に支援す

ることにより、自立・生活再建が進むようにマネジメントする取組です。

《主な修正箇所》

【第２編 災害予防計画 第３章 防災体制の整備 第６節 避難体制の整備

２ 指定避難所の指定及び安全化 エ（予防P. ３９） 】

３ 複合災害への対応を追加します。

東京都は、令和４年５月に公表した「首都直下地震等による東京の被害想定報

告書」において、大規模地震と大規模風水害や火山噴火、感染拡大等との複合災

害が発生した時に起きうる事象を整理し、留意すべき事項を追記しました。

本市の計画においても、当該課題を踏まえ、内容の追記を行います。

【第３編 災害応急復旧計画 第３部 大規模事故災害応急普及計画 第５章 複合災

害への対応（応急P. １６３） 】
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修正方針 ３ 地域防災計画の実効性の向上

地域防災計画の実行性を向上させるための修正を行います。

１ 災害対策本部体制における業務項目と役割分担を明確化します。

平時及び災害発生時に迅速かつ適切な対応を行うため、災害ごとに異なる対応

を「誰が、いつ、何をするか」を明確化し、かつ、体制表に記載されている分掌

事務に対して、優先順位、最低人員、活動開始目標、継続時間を記載し、星取表

を追加することにより実効性の向上を図ります。

《主な修正箇所》

【第３編 災害応急復旧計画 １ 災害対策本部体制表（応急P. ２）】

２ 配備態勢の移行及び解除に関する事項を明確化します。

応急復旧対応に関する配備態勢の移行及び解除に関する考え方を明記しました。

《主な修正箇所》

【第３編 災害応急復旧計画 第１部 震災応急復旧計画 第１章 初動態勢

第１節 市職員の初動態勢（応急P.１３）】

３ 特命班を新設します。

災害発生時における市の災害応急対応力の強化を目的として、災害対策本部

の直下に、新たに特命班を設置し対応の迅速化を図ります。

特命班は、災害対策本部の機能の中で、特に重要な情報処理、連絡調整、被災

者支援、物資調達機能を強化するように整理しました。

《主な修正箇所》

【第３編 武蔵村山市災害対策本部 ２ 特命班（応急P. ６）】

４ 地域防災計画の構成の見直し等を行います。

対応すべき事項が混在していたため、それぞれ予防計画、応急復旧計画、復興

計画として計画内で整理を行います。

また、各ページの上部に編・章・節を明記し、章ごとに活動開始目標や担当部

署を明記することにより、役割分担の明確化を図りました。


